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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定周波数１０Ｈｚで測定した損失正接の最大値が２０～４０℃の温度範囲内にありか
つ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上であるポリビ
ニルアセタール樹脂膜（Ａ）からなる第１，第２の外層の間に、損失正接の最大値が－１
０～２０℃の温度範囲内にありかつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にある損
失正接が０．３以上であるポリビニルアセタール樹脂膜（Ｂ）からなる内側の第３の層と
、損失正接の最大値が４０～１００℃の温度範囲内にありかつ該最大値を示す温度から±
５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）
からなる内側の第４の層とを含む多層樹脂シートから構成されており、
　前記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）を構成するポリビニルアセタール樹脂が、炭素
数４～６のアルデヒドからなる群から選択された少なくとも１種のアルデヒドと、炭素数
１～３のアルデヒドからなる群から選択された少なくとも１種のアルデヒドによるポリビ
ニルアルコ－ルの共アセタ－ル化で得られた共アセタ－ル化物、又は、炭素数１～３のア
ルデヒドからなる群から選択されたアルデヒドによるポリビニルアルコールのアセタール
化物であることを特徴とする、熱可塑性樹脂シート。
【請求項２】
　ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）の損失正接が０．３以上である温度範囲と、ポリビ
ニルアセタール樹脂膜（Ｂ）の損失正接が０．３以上である温度範囲とが重複している領
域が存在し、かつ、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）の損失正接が０．３以上である温
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度範囲と、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）の損失正接が０．３以上である温度範囲と
が重複している領域が存在することを特徴とする請求項１に記載の熱可塑性樹脂シート。
【請求項３】
　前記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）が可塑剤を含有しており、ポリビニル
アセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）に含有されている可塑剤の量を、それぞれ、可塑剤量（
Ａ）、可塑剤量（Ｂ）及び可塑剤量（Ｃ）としたとき、可塑剤量（Ｂ）／可塑剤量（Ａ）
が１．０～３．０の範囲であり、可塑剤量（Ｃ）／可塑剤量（Ａ）が１．０未満であるこ
とを特徴とする、請求項１または２に記載の熱可塑性樹脂シ－ト。
【請求項４】
　ＪＩＳ　Ｋ　７１２８に準じて測定したポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の
引き裂き強度を、それぞれ、引き裂き強度（Ａ）～引き裂き強度（Ｃ）としたとき、引き
裂き強度（Ｂ）／引き裂き強度（Ａ）が０．９以下であり、かつ引き裂き強度（Ｃ）／引
き裂き強度（Ａ）が１．１以上である、請求項１～３のいずれか１項に記載の熱可塑性樹
脂シ－ト。
【請求項５】
　２３℃及び引っ張り歪み速度１２５０％／分で測定したポリビニルアセタール樹脂膜（
Ａ）～（Ｃ）の引っ張り弾性率を、それぞれ、引っ張り弾性率（Ａ）～（Ｃ）としたとき
、引っ張り弾性率（Ｂ）／引っ張り弾性率（Ａ）が０．９以下であり、かつ、引っ張り弾
性率（Ｃ）／引っ張り弾性率（Ａ）が１．１以上であることを特徴とする請求項１～４の
いずれか１項に記載の熱可塑性樹脂シート。
【請求項６】
　２３℃及び引っ張り歪み速度１２５０％／分で測定されたポリビニルアセタール樹脂膜
（Ａ）～（Ｃ）の破断エネルギーを、それぞれ、破断エネルギ－（Ａ）～（Ｃ）としたと
きに、破断エネルギー（Ｂ）／破断エネルギー（Ａ）が０．９以下であり、かつ、破断エ
ネルギー（Ｃ）／破断エネルギー（Ａ）が１．１以上であることを特徴とする請求項１～
５のいずれか１項に記載の熱可塑性樹脂シート。
【請求項７】
　２３℃及び引っ張り歪み速度１２５０％／分で測定されたポリビニルアセタール樹脂膜
（Ａ）～（Ｃ）の最大点応力を、それぞれ、最大点応力（Ａ）～（Ｃ）としたときに、最
大点応力（Ｂ）／最大点応力（Ａ）が０．９以下であり、かつ、最大点応力（Ｃ）／最大
点応力（Ａ）が１．０以上であることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の
熱可塑性樹脂シート。
【請求項８】
　２３℃及び１０Ｈｚにおいて測定されたポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の
剪断貯蔵弾性率を、それぞれ、剪断貯蔵弾性率Ｇ´（Ａ）～Ｇ´（Ｃ）としたときに、Ｇ
´（Ｂ）／Ｇ´（Ａ）が０．９以下であり、かつ、Ｇ´（Ｃ）／Ｇ´（Ａ）が１．１以上
である、請求項１～７のいずれか１項に記載の熱可塑性樹脂シート。
【請求項９】
　同一の透明板に対して接着された場合において、一方の側の表面を構成する前記ポリビ
ニルアセタール樹脂膜（Ａ）と前記透明板との接着力Ｐと、他方の側の表面を構成する前
記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）と前記透明板との接着力Ｑとが異なることを特徴と
する、請求項１～８項に記載の熱可塑性樹脂シート。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の熱可塑性樹脂シートが、一対の透明板で挟着され
た樹脂層の少なくとも１つの層を構成している積層体。
【請求項１１】
　前記熱可塑性樹脂シートが、一対の透明板としてのガラス板と透明樹脂板との間に挟着
されていることを特徴とする請求項１０に記載の積層体。
【請求項１２】
　前記熱可塑性樹脂シートが、一対の透明板としての一対のガラス板に挟着されているこ
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とを特徴とする請求項１０に記載の積層体。
【請求項１３】
　前記熱可塑性樹脂シートが、一対の透明板としての厚みの異なるガラス板に挟着されて
いることを特徴とする請求項１０に記載の積層体。
【請求項１４】
　前記透明樹脂板が、ポリカーボネート、アクリル樹脂、アクリル共重合体樹脂及びポリ
エステルからなる群から選択された１種により構成されていることを特徴とする請求項１
１に記載の積層体。
【請求項１５】
　車両または建築物の開口部に配置される積層体であって、前記第３の層が第４の層より
も内部側に配置されるように構成されている、請求項１０～１４のいずれか１項に記載の
積層体。
【請求項１６】
　車両または建築物の開口部に配置される積層体であって、前記一対の透明板の外側表面
からそれぞれ第３の層また第４の層の表面に達するまでの距離を比較したときに、第３の
層は内部側の透明板の外表面からの距離が短い側に配置され、第４の層は外部側の透明板
の外表面からの距離が短い側に配置されることを特徴とする、請求項１５に記載の積層体
。
【請求項１７】
　建築物または車両の開口部を閉成するのに用いられる透明板積層体であって、同一の透
明板に対して接着された場合において、一方の側の表面を構成する前記ポリビニルアセタ
ール樹脂膜（Ａ）と前記透明板との接着力Ｐと、他方の側の表面を構成する前記ポリビニ
ルアセタール樹脂膜（Ａ）と前記透明板との接着力Ｑとのうち接着力がより高い側の表面
が、前記建築物内側方面または前記車両内側方面に位置するように配置されることを特徴
とする請求項１０～１６のいずれか１項に記載の積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえば自動車の合わせガラスに用いられる中間膜として好適に使用され得
る熱可塑性樹脂シ－ト及び該熱可塑性樹脂シ－トを一対のガラス板で挟持してなる積層体
に関し、より詳細には、広い温度範囲にわたり十分な遮音性能を発現し、かつ耐衝撃性に
優れた合わせガラスを与えることを可能とする熱可塑性樹脂シ－ト及び該熱可塑性樹脂シ
－トを用いて構成された積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の窓ガラスや建築物の窓ガラス等において、破損時に破片が飛散しないため
、合わせガラスが広く用いられている。合わせガラスは、一般に、一対のガラス板間に合
成樹脂膜を狭持した構造を有する。
【０００３】
　合わせガラスでは、破損時の破片の飛散防止性が良好であるだけでなく、遮音性に優れ
、かつ盗難等に備えるために耐貫通性能などの耐衝撃性に優れていることが求められる。
【０００４】
　一般に、遮音性能は、周波数の変化に応じた透過損失量として示され、その透過損失量
はＪＩＳ　Ａ－４７０８において図１に実線で示すように、５００Ｈｚ以上において遮音
等級に応じてそれぞれ一定値で規定されている。
【０００５】
　ところが、ガラス板の遮音性は、図１中に破線で示すように、２０００Ｈｚを中心とす
る周波数領域で、コインシデンス効果により著しく低下するという問題があった。コイン
シデンス効果とは、ガラス板に音波が入射したときに、ガラス板の剛性と慣性とによって
ガラス面上を横波が伝搬し、横波と入射された音波とが共鳴し、共鳴により音が透過する
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現象をいう。
【０００６】
　従来コインシデンス効果によって生じる透過損失（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｌｏｓ
ｓ）、すなわち、ＴＬ値の低下を防止するために、合わせガラスにおけるガラスの質量を
増大させる方法、ガラスを複層化する方法、ガラス面積を細分化する方法などが試みられ
ている。しかしながら、これらの方法では、ＴＬ値の低下を十分に防止することはできな
いのみならず、合わせガラス自体の重量が大きくなり自動車などの車両の重量を大きくし
てしまうので、自動車などの車両の燃費を悪化させるだけでなく、コストが高くつくとい
う問題もあった。
【０００７】
　他方、下記の特許文献１には、上記の問題を解決するために、高分子物質を主成分とし
、ガラス転移温度が１５℃以下である層と、可塑化ポリビニルアセタ－ル膜とが一対のガ
ラス板間に積層された合わせガラスが開示されている。しかしながら、特許文献１に開示
されている合わせガラスでは、ＪＩＳ　Ａ－４７０６に規定されている遮音等級において
、Ｔｓ－３５等級を超える遮音性能は得られなかった。のみならず、良好な遮音性能を発
揮する温度領域が狭いという問題もあった。すなわち、遮音性能が温度依存性を有し、２
０℃程度の常温付近において十分な遮音性能を得ることが困難であった。
【０００８】
　他方、下記の特許文献２には、２種類の樹脂膜（Ａ）及び（Ｂ）からなる積層膜であっ
て、樹脂膜（Ａ）はポリビニルアルコ－ルを炭素数６～１０のアルデヒドでアセタ－ル化
して得られたポリビニルアセタ－ル樹脂と可塑剤とからなり、樹脂膜（Ｂ）はポリビニル
アルコ－ルを炭素数１～４のアルデヒドでアセタ－ル化して得られたポリビニルアセタ－
ル樹脂と可塑剤とからなる遮音性合わせガラス中間膜が開示されている。特許文献２に記
載の中間膜を用いて合わせガラスを構成した場合、遮音性能が改善され、かつ温度変化に
よる遮音性能の変動も低減される。しかしながら、炭素数６～１０のアルデヒドでアセタ
－ル化したポリビニルアセタ－ル樹脂と可塑剤とからなる樹脂膜（Ａ）を用いているため
、柔軟であり、耐衝撃性能が低くなるという問題があった。耐衝撃性能が低くなると、車
上荒らしによりハンマ－などによって容易に打ち破られるおそれがあった。耐衝撃性を確
保するために合わせガラスのガラス厚みを厚くしたりポリビニルアセタール樹脂の厚みを
厚くするといった方法なども用いられるが、いずれの方法においても合わせガラスの重量
が大きくなり、自動車などの車両の燃費を悪化させる。
【０００９】
　さらに、例えば車で走行中に、前方や上方から物体が飛散、落下などしてきて、車外側
より窓ガラスに衝撃が付与されて、窓ガラスが破壊されることがある。また、衝突事故な
どにより、窓ガラスが破壊されることもある。このような場合に、車両内部に面する側の
ガラスとポリビニルアセタール樹脂シートとの接着力が低く、ガラスが多く飛散する場合
には車両内部に乗車している乗員が、衝撃により飛散したガラス片により重大な傷害を被
る可能性があった。
【００１０】
　このように従来より用いられている技術では、合わせガラスに用いられるガラスの厚み
を厚くすることなく遮音性能と耐衝撃性能を両立させることは不可能であった。また、車
両外部よりの衝撃付与時の車両内部の乗員の安全性という観点においては考慮されていな
かった。
【特許文献１】特開平２－２２９７４２号公報
【特許文献２】特開平４－２５４４４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、上述した従来技術の欠点を解消し、低温から高温までの広い温度範囲
にわたり優れた遮音性能を発揮し、かつ耐衝撃性に優れた薄型合わせガラスを提供するこ
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とを可能とする熱可塑性樹脂シ－ト並びに該熱可塑性樹脂シ－トを用いた積層体を提供す
ることにある。さらに、本発明の他の目的は、上述した従来技術の現状に鑑み、例えば車
両の窓部に用いられたときに、衝撃が付与されて破壊されてもガラス片などを飛散し難く
する熱可塑性樹脂シート並びに熱可塑性樹脂シートを用いた積層体を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トは、測定周波数１０Ｈｚで測定した損失正接の最大値
が２０～４０℃の温度範囲内にありかつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にあ
る損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）からなる第１，第２の
外層の間に、損失正接の最大値が－１０～２０℃の温度範囲内にありかつ該最大値を示す
温度から±５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタール樹
脂膜（Ｂ）からなる内側の第３の層と、損失正接の最大値が４０～１００℃の温度範囲内
にありかつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上であ
るポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）からなる内側の第４の層とを含む多層樹脂シートか
ら構成されていることを特徴とする。
【００１３】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トのある特定の局面では、ポリビニルアセタール樹脂膜
（Ａ）の損失正接が０．３以上である温度範囲と、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｂ）の
損失正接が０．３以上である温度範囲とが重複している領域が存在し、かつ、ポリビニル
アセタール樹脂膜（Ａ）の損失正接が０．３以上である温度範囲と、ポリビニルアセター
ル樹脂膜（Ｃ）の損失正接が０．３以上である温度範囲とが重複している領域が存在する
。
【００１４】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トの他の特定の局面では、前記ポリビニルアセタ－ル樹
脂膜（Ａ）～（Ｃ）が可塑剤を含有しており、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ
）に含有されている可塑剤の量を可塑剤量（Ａ）、可塑剤量（Ｂ）及び可塑剤量（Ｃ）と
したとき、可塑剤量（Ｂ）／可塑剤量（Ａ）が１．０～３．０の範囲であり、可塑剤量（
Ｃ）／可塑剤量（Ａ）が１．０未満とされている。
【００１５】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トの他の特定の局面では、ＪＩＳ　Ｋ　７１２８に準じ
て測定したポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の引き裂き強度を、それぞれ、引
き裂き強度（Ａ）～引き裂き強度（Ｃ）としたとき、引き裂き強度（Ｂ）／引き裂き強度
（Ａ）が０．９以下であり、かつ引き裂き強度（Ｃ）／引き裂き強度（Ａ）が１．１以上
とされている。
【００１６】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トのさらに他の特定の局面では、２３℃及び引っ張り歪
み速度１２５０％／分で測定したポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の引っ張り
弾性率を、それぞれ、引っ張り弾性率（Ａ）～（Ｃ）としたとき、引っ張り弾性率（Ｂ）
／引っ張り弾性率（Ａ）が０．９以下であり、かつ、引っ張り弾性率（Ｃ）／引っ張り弾
性率（Ａ）が１．１以上とされている。
【００１７】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トのさらに別の特定の局面では、２３℃及び引っ張り歪
み速度１２５０％／分で測定されたポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の破断エ
ネルギーを、それぞれ、破断エネルギ－（Ａ）～（Ｃ）としたときに、破断エネルギー（
Ｂ）／破断エネルギー（Ａ）が０．９以下であり、かつ、破断エネルギー（Ｃ）／破断エ
ネルギー（Ａ）が１．１以上とされている。
【００１８】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トのさらに別の特定の局面では、２３℃及び引っ張り歪
み速度１２５０％／分で測定されたポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の最大点
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応力を、それぞれ、最大点応力（Ａ）～（Ｃ）としたときに、最大点応力（Ｂ）／最大点
応力（Ａ）が０．９以下であり、かつ、最大点応力（Ｃ）／最大点応力（Ａ）が１．０以
上である。
【００１９】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トのさらに他の特定の局面では、２３℃及び１０Ｈｚに
おいて測定されたポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の剪断貯蔵弾性率を、それ
ぞれ、剪断貯蔵弾性率Ｇ´（Ａ）～Ｇ´（Ｃ）としたときに、Ｇ´（Ｂ）／Ｇ´（Ａ）が
０．９以下であり、かつ、Ｇ´（Ｃ）／Ｇ´（Ａ）が１．１以上とされている。
【００２０】
　本発明に係る積層体は、本発明に従って構成された熱可塑性樹脂シ－トが、一対の透明
板により挟着された樹脂層の少なくとも１つの層を構成している。
【００２１】
　本発明に係る積層体の他の特定の局面では、上記熱可塑性樹脂シ－トが、一対の透明板
としてのガラス板と透明樹脂板との間に挟着されている。
【００２２】
　本発明に係る積層体のさらに他の特定の局面では、上記熱可塑性樹脂シ－トが、一対の
透明板としての一対のガラス板に挟着されている。
【００２３】
　本発明に係る積層体のさらに別の特定の局面では、上記熱可塑性樹脂シ－トが、一対の
透明板としての厚みの異なるガラス板に挟着されている。
【００２４】
　本発明に係る積層体のさらに別の特定の局面では、少なくとも１枚のガラスが有色透明
ガラスである。
【００２５】
　本発明に係る積層体のさらに別の特定の局面では、上記熱可塑性樹脂シートが、一対の
透明板の間に狭着され透明積層体を構成する時に、透明板と熱可塑性樹脂シートとの間の
接着力が異なる。
【００２６】
　本発明に係る積層体のさらに他の特定の局面では、上記透明樹脂板は、ポリカーボネー
ト、アクリル樹脂、アクリル共重合体樹脂及びポリエステルからなる群から選択された一
種により構成されている。また、本発明に係る積層体の他の特定の局面では、上記透明樹
脂板が、透明エラストマ－で被覆されている。
【００２７】
　本発明に係る積層体のさらに別の特定の局面では、車両の開口部に配置される積層体で
あって、前記第３の層が第４の層よりも車内側に配置されるように構成されている。
【００２８】
　より特定的には、車両の開口部に配置される積層体であって、前記一対のガラス板の外
側表面からそれぞれ第３の層また第４の層の表面に達するまでの距離を比較したときに、
第３の層は車内側のガラス板の外表面からの距離が短い側に配置され、第４の層は車外側
のガラス板の外表面からの距離が短い側に配置されるように構成されている。さらに、建
築物または車両の開口部を閉成するための透明積層板として用いられたときに、好ましく
は、前記接着力Ｐと前記接着力Ｑとの接着力が高い側の面が、前記建築物内側方面または
前記車両内側方面に位置するように配置されるように構成されている。
【００２９】
　以下、本発明の詳細を説明する。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トでは、測定周波数１０Ｈｚで測定した損失正接の最大
値が２０～４０℃の温度範囲内にあり、かつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内
にある損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）により第１，第２
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の外層が構成されており、第１，第２の外層間に、上記損失正接の最大値が－１０～２０
℃の温度範囲にあり、かつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にある損失正接が
０．３以上であるポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）からなる内側の第３の層と、上記損
失正接の最大値が４０～１００℃の温度範囲内にあり、かつ該最大値を示す温度範囲から
±５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ
）からなる内側の第４の層とを含むため、上記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）からな
る第３の層により十分な遮音性能が発現され、他方、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）
からなる、相対的に硬い第４の層により耐衝撃性が高められている。すなわち、遮音性に
優れているが、耐衝撃性の点で劣っている第３の層と、耐衝撃性に優れた第４の層とを内
側の層として備えるため、本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トで、たとえば、一対の透明板
に挟着してなる合わせガラスを構成した場合、遮音性能及び耐衝撃性を効果的に高めるこ
とが可能となる。
【００３１】
　従って、本発明によれば、上記熱可塑性樹脂シ－トが一対の透明板で挟着された樹脂層
の少なくとも１つの層を構成している積層体を、たとえば車両や建築物の合わせガラスと
して提供することができ、車両や建築物の窓の遮音性能を２０～４０℃の広い温度範囲に
わたり十分な大きさとすることができ、しかも耐衝撃性を高めることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下、本発明の詳細を説明する。
【００３３】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）
　本発明において、第１，第２の外層を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）は、
測定周波数１０Ｈｚで測定した損失正接の最大値が２０～４０℃の温度範囲内にありかつ
該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内にある損失正接が０．３以上である適宜のポ
リビニルアセタ－ル樹脂により構成される。このようなポリビニルアセタ－ル樹脂として
は、特に限定されず少なくとも１種のアルデヒドによりポリビニルアルコ－ルをアセタ－
ル化することにより得られた適宜のポリビニルアセタ－ルが挙げられる。このようなアル
デヒドとしては、アセトアルデヒド、ブチルアルデヒド、ヘキシルアルデヒドなどが挙げ
られる。好ましくは、炭素数４～６のアルデヒドであるブチルアルデヒド、イソブチルア
ルデヒド、ヘキシルアルデヒドなどが挙げられ、特にｎ－ブチルアルデヒドが好ましい。
【００３４】
　従って、上記ポリビニルアセタ－ル樹脂としては、たとえばポリビニルアセタ－ル、ポ
リビニルブチラ－ル、ポリビニルヘキセタ－ルなどが挙げられる。また、複数種のアルデ
ヒドによりポリビニルアルコ－ルをアセタ－ル化してなるポリビニルアセタ－ル共重合体
を用いても良い。
【００３５】
　上記ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）については好ましくは平均重合度が５００～４５
００の範囲のポリビニルアルコールが用いられ、より好ましくは、平均重合度１０００～
２５００のＰＶＡが用いられる。ＰＶＡの平均重合度が５００未満では、合わせガラスを
構成した場合に耐衝撃性が低下することがあり、３０００を超えると押出し成形が悪くな
り、中間膜の強度が大きくなりすぎ、安全ガラスとして使用できなくなることがある。
【００３６】
　ポリビニルアセタ－ルの調整方法については、特に限定されず、たとえばポリビニルア
ルコ－ルを熱水に溶解し、得られた水溶液を所要温度に保持し、所要量のアルデヒドと触
媒とを加え、アセタール化反応を進行させ、反応を完了させた後、中和、水洗及び乾燥す
ることにより、ポリビニルアセタ－ル樹脂粉末を得ることができる。
【００３７】
　上記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）におけるアセタール化度は、４０～７０モル％
が好ましい。アセタール化度が４０モル％未満では、可塑剤との相溶性が悪くなり、可塑
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剤がブリードアウトする場合がある。従って、本発明の熱可塑性樹脂シートからなる中間
膜の外観を著しく損なう場合がありガラスとの接着力が低下するなどの悪影響が生じるお
それがある。アセタール化度が７０モル％を超えると、中間膜が柔らかくなりすぎ、十分
な耐貫通性能を発現しなくなることがある。
【００３８】
　なお、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）は、複数のポリビニルアセタ－ル樹脂膜の積
層膜であってもよい。ただし、積層されてあってもオートクレーブ等による加熱を受ける
と融着して結局単層膜となることもありうる。
【００３９】
　上記可塑剤としては、従来より使用されているものすべてを用いることができ、例えば
、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチレート（３ＧＨ）、トリエチレングリコー
ルジ－２－エチルヘキサノエート（３ＧＯ）、トリエチレングリコールジ－２－カプリエ
ート等が挙げられる。これらは単独で用いられてもよく、２種類以上が併用されてもよい
。また、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｂ）及びポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）と積
層されて構成される熱可塑性樹脂シートにおける上記第１のポリビニルアセタール樹脂膜
（Ａ）の可塑剤としては、互いに種類の異なる可塑剤を用いても、同一の種類の可塑剤を
用いてもよい。
【００４０】
　上記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）において、測定周波数１０Ｈｚで測定した損失
正接の最大値が２０～４０℃の温度範囲内にない場合には、２０～４０℃の温度範囲にお
ける遮音性能を十分に高めることができず、該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内
にある損失正接が０．３未満である場合は良好な遮音性能を得ることができない。
【００４１】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）は、第１，第２の外層として用いられており、従っ
て、合わせガラスを構成する場合には、ガラス板などの透明板に接着もしくは接合される
層となる。
【００４２】
　（第２のポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ））
　本発明においては、内側の第３の層として、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）が用い
られている。ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）は、本発明の熱可塑性樹脂シ－トを合わ
せガラスとして用いた場合に広い温度範囲にわたり十分な遮音性能を発揮させる層として
機能する。
【００４３】
　従って、上記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）は、損失正接の最大値が－１０～２０
℃の温度範囲内にありかつ該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲にある損失正接が０
．３以上であるポリビニルアセタ－ル樹脂膜であり、そのため本発明に係る熱可塑性樹脂
シ－トの損失正接を０℃～４０℃の広い範囲にわたり十分な大きさとできる。
【００４４】
　上記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）の損失正接の最大値が－１０～２０℃の温度範
囲になかったり、該最大値を示す温度から±５℃の温度範囲にある損失正接が０．３未満
である場合には、十分広い温度範囲にわたり良好な遮音性能を得ることができなくなる。
【００４５】
　このような損失正接の値を示す限り、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）は、適宜のポ
リビニルアセタ－ル樹脂により構成され得る。特に限定されるわけではないが、このよう
なポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）は、たとえば、前述の特許文献２に記載のように遮
音性合わせガラス用中間膜を用いることができる。すなわち、ポリビニルアルコ－ルを炭
素数６～１０のアルデヒドによりアセタ－ル化したポリビニルアセタ－ルと可塑剤とを含
むポリビニルアセタ－ル樹脂膜と、炭素数１～４のアルデヒドによりポリビニルアルコ－
ルをアセタ－ル化してなるポリビニルアセタ－ルと可塑剤とを含む第２のポリビニルアセ
タ－ル樹脂膜との積層膜、あるいは上記２種のポリビニルアセタ－ル樹脂の混合物と可塑
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剤とからなるポリビニルアセタ－ル樹脂系組成物からなるポリビニルアセタ－ル樹脂膜を
好適に用いることができる。
【００４６】
　上記ポリビニルアルコ－ルとしては、特に限定されないが、平均重合度５００～４５０
０のものが好適に用いられる。平均重合度が５００未満では、合わせガラスを構成した場
合の耐衝撃性が低下することがあり、４５００を超えると、強度が高くなりすぎ、安全ガ
ラス用中間膜としての柔軟性が欠けることがある。
【００４７】
　上記ポリビニルアルコ－ルのケン化度は、透明性と耐熱性を良好とするためには、９５
モル％以上であることが望ましい。
【００４８】
　上記炭素数６～１０のアルデヒドとしては、特に限定されないが、ｎ－ヘキシルアルデ
ヒド、２－エチルブチルアルデヒド、ｎ－ヘプチルアルデヒド、ｎ－オクチルアルデヒド
、ｎ－ノニルアルデヒド、ｎ－デシルアルデヒド、ベンゾアルデヒド、シンナムアルデヒ
ドなどの脂肪族、芳香族または脂肪環族のアルデヒドを用いることができる。これらのア
ルデヒドは、１種のみを用いても良く、２種以上を併用しても良い。炭素数が１０を超え
るアルデヒドは、得られるポリビニルアセタ－ルの剛性が低くなり、遮音性が劣化するた
め、好ましくない。
【００４９】
　他方、上記炭素数１～４のアルデヒドとしては、特に限定されないが、ホルムアルデヒ
ド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ｎ－ブチルアルデヒド、イソブチルアル
デヒドなどが挙げられる。炭素数１～４のアルデヒドについても、１種のみを用いても良
く、２種以上を併用しても良い。
【００５０】
　ポリビニルアセタ－ルのアセタ－ル化度は５０モル％以上であることが好ましい。アセ
タ－ル化度が５０モル％未満では、可塑剤との相溶性が低くなることがある。
【００５１】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂の製造方法に
ついても、前述したポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）において説明したポリビニルアセ
タ－ル樹脂の製造方法と同様にして行える。
【００５２】
　（ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ））
　本発明において、第４の層を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）は、損失正接
の最大値が４０～１００℃の温度範囲にありかつ該最大値を示す温度範囲から±５℃の温
度範囲内にある損失正接が０．３以上であるポリビニルアセタ－ル樹脂膜である。このよ
うなポリビニルアセタ－ル樹脂膜であれば特に限定されないが、上記損失正接の最大値が
４０～１００℃の温度範囲内に存在しない場合には、４０℃以上の高い温度域における遮
音性能が十分とならず、また、常温においてはポリビニルアセタール樹脂膜の剛性が不足
するので耐衝撃性が低下することがあり、上記最大値を示す温度から±５℃の温度範囲内
にある損失正接が０．３未満では、やはり４０℃以上の雰囲気における遮音性能が低下し
がちである。
【００５３】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）は、上記損失正接の最大値及び損失正接が上記特定
の範囲にあり、ポリビニルアセタ－ル樹脂を用いて構成されている。該ポリビニルアセタ
－ル樹脂は、炭素数４～６のアルデヒドからなる群から選択された少なくとも１種のアル
デヒドと、炭素数１～３のアルデヒドからなる群から選択された少なくとも１種のアルデ
ヒドによるポリビニルアルコ－ルの共アセタ－ル化で得られた共アセタ－ル化物、又は、
炭素数１～３のアルデヒドからなる群から選択されたアルデヒドによるポリビニルアルコ
ールのアセタール化物である。
【００５４】
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　上記アルデヒドについては、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）、（Ｂ）を得るのに用
いられるアルデヒドと同様のものを用いることができる。なお、用いられるアルデヒドは
、１種のみを用いても良く、複数種を用いても良い。
【００５５】
　また、好ましくは、上記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）のアセタール化度は５５モ
ル％以上が望ましい。アセタール化度が低くなると可塑剤との相溶性が低下し、可塑剤の
ブリードアウトが生じやすくなるので好ましくない。
【００５６】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）に用いられる上記ポリビニルアセタ－ル樹脂を得る
ためのポリビニルアルコ－ルについても、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）、（Ｂ）を
得るのに用いたポリビニルアルコ－ルと同様のものを用いることができる。
【００５７】
　（可塑剤）
　本発明の熱可塑性樹脂シ－トにおいては、上記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（
Ｃ）は、好ましくは、ポリビニルアセタ－ル樹脂と可塑剤とを含む。ここで、可塑剤につ
いては特に限定されないが、一塩基酸エステル、多塩基酸エステルなどの有機系可塑剤や
、有機リン酸系もしくは有機亜リン酸系などのリン酸系可塑剤を用いることができる。
【００５８】
　一塩基酸エステルの中では、トリエチレングリコ－ルと、酪酸、イソ酪酸、カプロン酸
、２－エチル酪酸、ヘプタン酸、ｎ－オクチル酸、２－エチルヘキシル酸、ペラルゴン酸
（ｎ－ノニル酸）、デシル酸等の有機酸との反応によって得られたグリコ－ル系エステル
が好ましい。その他、テトラエチレングリコ－ル、トリプロピレングリコ－ルと上記の如
き有機酸とのエステルも用いられる。
【００５９】
　多塩基酸エステルとしては、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸等の有機酸と炭素
数４～８の直鎖状又は分枝状アルコ－ルとのエステルが好ましい。
【００６０】
　また、リン酸系可塑剤としては、トリブトキシエチルフォスフェ－ト、イソデシルフェ
ニルホスフェ－ト、トリイソプロピルホスファイト等が好ましい。
【００６１】
　より好適な例としては、一塩基酸エステルでは、トリエチレングリコ－ル－ジ－２－エ
チルブチレ－ト、トリエチレングリコ－ル－ジ－２－エチルヘキサノエート、トリエチレ
ングリコ－ル－ジカプリレート、トリエチレングリコ－ル－ジｎ－オクテート等が挙げら
れ、２塩基酸としては、ジブチルセバケ－ト、ジオクチルアゼレ－ト、ジブチルアジペ－
ト等が挙げられる。
【００６２】
　（可塑剤の含有量）
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）においては、可塑剤の含有量は、ポリビニルアセタ
－ル樹脂１００重量部に対し、１０～５０重量部の範囲とすることが望ましい。１０重量
部未満では、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）の可塑化が不十分となって成形（製膜）
が困難となることがあり、５０重量部を超えると、得られるポリビニルアセタール樹脂膜
（Ａ）の強度が不十分となったり、可塑剤がブリ－ドアウトし、外観を著しく損なったり
、透明板や透明ガラスとの接着性を損なうおそれがある。好ましくは、可塑剤の含有割合
は、ポリビニルアセタ－ル樹脂１００重量部に対し、２０～４０重量部の範囲がより望ま
しい。
【００６３】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）における可塑剤の含有量は、好ましくは、ポリビニ
ルアセタ－ル樹脂１００重量部に対し、３０～８０重量部の範囲であり、より好ましくは
、４０～７０重量部である。可塑剤の含有量は３０重量部未満では、合わせガラスを構成
した際の遮音性能が低くなりすぎることがあり、８０重量部を超えると得られるポリビニ
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ルアセタール樹脂膜（Ｂ）の強度が不十分となったり、可塑剤がブリードアウトし、外観
を著しく損なうことがある。
【００６４】
　内側の層である第４の層を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）においては、可
塑剤の含有量は、ポリビニルアセタ－ル樹脂１００重量部に対し、１０～５０重量部の範
囲とすることが望ましい。より好ましくは、２０～４０重量部である。１０重量部未満で
は、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）の可塑化が不十分となって成形（製膜）が困難と
なることがあり、５０重量部を超えると、得られるポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）の
強度が不十分となったり、可塑剤がブリードアウトし、外観を著しく損なうことがある。
【００６５】
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）に含有されている可塑剤の量を、可塑剤量
（Ａ）、可塑剤量（Ｂ）及び可塑剤量（Ｃ）としたとき、好ましくは、可塑剤量（Ｂ）／
可塑剤量（Ａ）は１．０～３．０の範囲、可塑剤量（Ｃ）／可塑剤量（Ａ）は１．０未満
の範囲とされる。可塑剤量（Ｂ）／可塑剤量（Ａ）が１．０未満の場合には、外層を構成
する第１，第２の層より第３の層が相対的に硬くなり、遮音性能が不十分となる場合があ
り、３．０を超えると、第３の層が柔らかくなりすぎ、耐衝撃性能が不十分になる場合が
ある。可塑剤量（Ｃ）／可塑剤量（Ａ）が１．０以上になると、第４の層が相対的に柔ら
かくなり、耐衝撃性能が不十分になる場合がある。
【００６６】
　（他の添加剤）
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トでは、上記ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ
）には、本発明の目的を阻害しない範囲で、通常用いられる各種添加剤などを添加するこ
とができる。
【００６７】
　熱可塑性樹脂シートと透明板との接着力を調節する目的で、上記第１～４の層には、構
成成分として、カルボン酸金属塩、変性シリコーンオイル等の接着力調整剤を添加するこ
とができる。
【００６８】
　本発明に係る熱可塑性樹脂シートにおいては、最表面の樹脂層に接着力調整剤をそれぞ
れ独立に加えて、同一の透明樹脂板に対する熱可塑性樹脂シートの接着力がそれぞれの表
面で異なるようにしてもよい。
【００６９】
　接着力を調整する方法としては、第１～４の層において、上記ポリビニルアセタール樹
脂（Ａ）中の水酸基量を減少させる方法、カルボン酸金属塩、変性シリコーンオイルなど
の添加剤種類を変更する方法、カルボン酸金属塩、変性シリコーンオイルなどの添加剤の
添加量を変更する方法、ガラスの表面をシランカップリング剤などで処理することにより
接着力を改善する方法などが挙げられる。このうち、カルボン酸金属塩、変性シリコーン
オイルなどの添加剤の添加量を変更する方法が最も容易に実施出来る方法である。
【００７０】
　上記カルボン酸金属塩としては、炭素数１２以下の脂肪族モノカルボン酸または脂肪族
ジカルボン酸のアルカリ金属塩もしくはアルカリ土類金属塩が好ましく、金属成分として
はＭｇ、Ｎａ、Ｋ等、カルボン酸としては酢酸、プロピオン酸、酪酸、カプロン酸、カプ
リル酸等がそれぞれ挙げられる。上記好ましいカルボン酸金属塩としては、例えば、酢酸
カリウム、酢酸マグネシウム、プロピオン酸カリウム、プロピオン酸マグネシウム等が挙
げられ、中でも酢酸カリウム、酢酸マグネシウムが好ましい。
【００７１】
　上記変性シリコーンオイルとしては、例えば、エーテル変性シリコーンオイル、エポキ
シ変性シリコーンオイル、エステル変性シリコーンオイル、アミン変性シリコーンオイル
、アルカリ変性シリコーンオイル等が挙げられる。これらは、一般にポリシロキサンに変
性すべき化合物を反応させて得られる粘稠な液体である。
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【００７２】
　また、第１～４の層の構成成分として、必要に応じて、従来公知の紫外線吸収剤、酸化
防止剤、顔料、染料等が添加されてもよい。
【００７３】
　（損失正接ｔａｎδの好ましい範囲）
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トでは、好ましくは、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ
）の損失正接が０．３以上である温度範囲と、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）の損失
正接が０．３以上である温度範囲に、温度範囲が重複している領域が存在しており、かつ
ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）の損失正接が０．３以上である温度範囲と、ポリビニ
ルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）の損失正接が０．３以上である温度範囲が重複している領域が
存在することが望ましく、それによって、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）よ
り、広い温度範囲にわたり、一層良好な遮音性能が実現される。
【００７４】
　（引き裂き強度）
　本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トでは、ＪＩＳ　Ｋ　７１２８に準じて測定したポリビ
ニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の引き裂き強度を、それぞれ、引き裂き強度（Ａ）
～引き裂き強度（Ｃ）としたとき、好ましくは、引き裂き強度（Ｂ）／引き裂き強度（Ａ
）が０．９以下であり、かつ引き裂き強度（Ｃ）／引き裂き強度（Ａ）が１．１以上であ
る。引き裂き強度（Ｂ）／引き裂き強度（Ａ）は０．９を超えると、ポリビニルアセター
ル樹脂膜（Ｂ）の遮音性能が不十分となることがあり、引き裂き強度（Ｃ）／引き裂き強
度（Ａ）が１．１未満ではポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）が十分な耐衝撃性能を発現
しないことがある。
【００７５】
　（引っ張り弾性率、破断エネルギ－及び最大点応力の比率）
　好ましくは、２３℃及び引っ張りひずみ速度１２５０％／分で測定されたポリビニルア
セタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の引っ張り弾性率を、それぞれ、引っ張り弾性率（Ａ）～
（Ｃ）としたとき、引っ張り弾性率（Ｂ）／引っ張り弾性率（Ａ）が０．９以下であり、
かつ、引っ張り弾性率（Ｃ）／引っ張り弾性率（Ａ）が１．１以上とされている。引っ張
り弾性率（Ｂ）／引っ張り弾性率（Ａ）が０．９を超えると、ポリビニルアセタール樹脂
膜（Ｂ）の遮音性能が不十分となることがある。また、引っ張り弾性率（Ｃ）／引っ張り
弾性率（Ａ）が１．１未満では、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）が十分な耐衝撃性能
を発現しないことがある。
【００７６】
　また、２３℃及び引っ張りひずみ速度１２５０％／分で測定された上記ポリビニルアセ
タ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の破断エネルギ－を、それぞれ、破断エネルギ－（Ａ）～（
Ｃ）としたとき、破断エネルギ－（Ｂ）／破断エネルギ－（Ａ）は好ましくは０．９以下
であり、かつ破断エネルギ－（Ｃ）／破断エネルギ－（Ａ）は好ましくは１．１以上であ
る。破断エネルギ－（Ｂ）／破断エネルギ－（Ａ）は０．９を超えると、ポリビニルアセ
タール樹脂膜（Ｂ）の遮音性能が不十分となることがあり、破断エネルギ－（Ｃ）／破断
エネルギ－（Ａ）が１．１未満では、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）が十分な耐衝撃
性能を発現しないことがある。
【００７７】
　同様に、好ましくは２３℃及び引っ張り歪み速度１２５０％／分で測定されたポリビニ
ルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の最大点応力を、それぞれ、最大点応力（Ａ）～（Ｃ
）としたときに、最大点応力（Ｂ）／最大点応力（Ａ）が０．９以下であり、かつ、最大
点応力（Ｃ）／最大点応力（Ａ）が１．０以上である。最大点応力（Ｂ）／最大点応力（
Ａ）が０．９を超えると、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｂ）の遮音性能が不十分となる
ことがあり、最大点応力（Ｃ）／最大点応力（Ａ）が１．０未満では、ポリビニルアセタ
ール樹脂膜（Ｃ）が十分な耐衝撃性能を発現しないことがある。
【００７８】
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　（剪断貯蔵弾性率）
　本発明の熱可塑性樹脂シ－トでは、好ましくは、２３℃及び１０Ｈｚにおいて測定され
たポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の剪断貯蔵弾性率を、それぞれ、剪断貯蔵
弾性率Ｇ´（Ａ）～Ｇ´（Ｃ）としたときに、Ｇ´（Ｂ）／Ｇ´（Ａ）が０．９以下であ
り、かつ、Ｇ´（Ｃ）／Ｇ´（Ａ）が１．１以上とされる。Ｇ´（Ｂ）／Ｇ´（Ａ）が０
．９を超えるとポリビニルアセタール樹脂膜（Ｂ）の遮音性能が不十分となることがあり
、Ｇ´（Ｃ）／Ｇ´（Ａ）が１．１未満ではポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）が十分な
耐衝撃性能を発現しないことがある。
【００７９】
　（積層体）
　本発明に係る積層体では、本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トが、一対の透明板で挟着さ
れた樹脂層の少なくとも１つの層を構成している。すなわち、一対の透明板間に、複数の
樹脂層が積層されており、該複数の樹脂層の内少なくとも１つの樹脂層が本発明の熱可塑
性樹脂シ－トで構成されていても良く、一対の透明板間に本発明に係る熱可塑性樹脂シ－
トが一層または複数層積層されていても良い。
【００８０】
　いずれの場合においても、本発明に係る熱可塑性樹脂シ－トは、上記ポリビニルアセタ
－ル樹脂膜（Ａ）を第１，第２の外層として備えているため、ガラス板や透明樹脂板に対
し、良好に接合され得る。また、熱可塑性樹脂シ－トは、内側の層として上記第３の層及
び第４の層を有しており、第３の層は主に広い温度範囲にわたり優れた遮音性能を発現す
るポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）からなり、第４の層は主に広い温度範囲にわたり耐
衝撃性を発現するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）からなる。従って、上記積層体は、
たとえば車両用や建築物用の合わせガラスとして用いた場合、広い温度範囲にわたり、優
れた遮音性能と耐貫通性能などの性能を発現することができる。
【００８１】
　特に、一般に合わせガラスは、２０℃程度の常温域で使用される。従って、常温域にお
いて損失係数の最大値を示す温度が存在する第１，第２の外層であるポリビニルアセタ－
ル樹脂膜（Ａ）を最外層に配置することにより、より効率よく遮音性を高めることができ
る。加えて、上記外層としての第３の層を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）に
より低い温度域における遮音性能が高められ、かつ第４の層を構成するポリビニルアセタ
－ル樹脂膜（Ｃ）により高温側の遮音性能が高められるだけでなく、十分な耐衝撃性が発
現される。
【００８２】
　なお、本発明における熱可塑性樹脂シ－トは、上記のように合わせガラスに好適に用い
られるが、この熱可塑性樹脂シ－トにおけるポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）
の積層構成については、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）が両側の最外層に配置され、
内側の一部の樹脂層として、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）からなる第３の層と、ポ
リビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）からなる第４の層が配置されている限り特に限定されな
い。従って、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）からなる層を、それぞれ、Ａ～
Ｃと略した場合、積層構造は、Ａ／Ｂ／Ｃ／Ａ、Ａ／Ｃ／Ｂ／Ａ、Ａ／Ｂ／Ａ／Ｃ／Ａ、
Ａ／Ａ／Ｂ／Ｃ／Ａ／Ａなど適宜変形され得る。なお、Ａ／Ａ／Ｂ／Ｃ／Ａ／Ａである場
合はオートクレーブ等によりＡＡ層は融着してＡ層となることもある。
【００８３】
　また、熱可塑性樹脂シ－トにおいて、第１の層を構成しているポリビニルアセタ－ル樹
脂膜（Ａ）の厚みと、第２の層を構成しているポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）の厚み
とは等しくとも良く、異なっていても良い。
【００８４】
　また、内層を構成するポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）及びポリビニルアセタ－ル樹
脂膜（Ｃ）の厚みについても等しくとも良く、異なっていても良い。もっとも、合わせガ
ラスを構成した場合の遮音性能及び耐貫通性能の双方を考慮すると、ポリビニルアセタ－
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ル樹脂膜（Ｂ）／ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）の厚み比及びポリビニルアセタ－ル
樹脂膜（Ｃ）／ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）の厚み比はいずれも０．１～１０の範
囲が好ましい。ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）が薄くなりすぎると遮音性能が低下し
、厚くなりすぎると耐貫通性能が低下することがある。ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ
）が薄くなりすぎると耐衝撃性能が低下し、厚くなりすぎると遮音性能が低下しがちとな
る。
【００８５】
　また、本発明において合わせガラスを構成する場合の一対の透明板は、ガラス板あるい
は透明樹脂板などの適宜の透明材料からなる板状もしくはシ－ト状部材により構成され得
る。この場合、一方の透明板と他方の透明板とは異なる材料で構成されていても良い。
【００８６】
　従って、本発明の積層体のある実施対応では、熱可塑性樹脂シ－トは、一対のガラス板
に挟着されており、他の実施対応では厚みの異なるガラス板に挟着されている。さらに、
上記透明樹脂板としては、特に限定されず、適宜の透明樹脂からなる板を用いることがで
きる。このような透明樹脂としてはポリカ－ボネ－ト、アクリル樹脂、アクリル共重合体
樹脂及びポリエステルなどを挙げることができる。また、透明樹脂板は表面が透明エラス
トマ－で被覆されていても良い。
【００８７】
　また、本発明の透明板積層体が合わせガラスである場合は、少なくとも１枚のガラス板
が、有色透明ガラスであることが好ましい。有色透明ガラスとしてはグリーン色ソーダラ
イムシリカガラスなどが一般的に用いられる。有色透明ガラスとすることで、可視光線中
の特定の波長光を吸収することができるため、車両内部の乗員が、太陽光により皮膚が刺
激されて不快感を覚えるのを低減することができる。
【００８８】
　（車両または建物への合わせガラスの好ましい配置）
　本発明に係る積層体は、車両の窓部や建物の窓部における合わせガラスとして好適に用
いられる。この場合、好ましくはポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）が、ポリビニルアセ
タ－ル樹脂膜（Ｃ）よりも車内もしくは建物内部側に配置される積層体が、合わせガラス
として好ましい。相対的に外側に、耐衝撃性に優れたポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）
が配置されることにより、車上荒らしや強盗などの破壊作業に対する耐性を高めることが
できる。
【００８９】
　また、好ましくはポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）及びポリビニルアセタ－ル樹脂膜
（Ｃ）は、一対の透明板の外側表面からそれぞれの表面に達するまでの距離を比較したと
き、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）が内部側の透明板の外表面からの距離が短い側に
存在し、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）が、外部側の透明板の外表面からの距離が短
い位置に配置される。すなわち、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）が外側に近い部分に
位置されることにより、破壊作業に対する耐性を効果的に高めることができる。
【００９０】
　また、好ましくは本発明の透明板積層体が建築物または車両の開口部を閉成するのに用
いられるときに、同一の樹脂板に対する接着力Ｐと接着力Ｑとのいずれかのうち接着力が
高い側の表面が、建築物内側方面または車両内側方面に位置するように配置されているこ
とが好ましい。これにより、建築物外側ないしは車両外側からの衝撃に対する透明板積層
体の耐貫通性を高めることができる。
【００９１】
　これは建築物外側方面または車両外側方面において、透明板積層体がより多くの衝撃エ
ネルギーを吸収し得るからである。また、接着力Ｐと接着力Ｑとのいずれかのうち接着力
が高い側の表面が、建築物内側方面または車両内側方面に位置するように配置されると、
建築物内側ないしは車両内側において、破損時の第１，第２の透明板の破断片の飛散を効
果的に防ぐことができる。よって、建築物内の人間もしくは車両内の乗員が飛散したガラ
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ス片等により重大な傷害を被り難い。
【００９２】
　次に、本発明の具体的な実施例及び比較例を挙げることにより、本発明を明らかにする
。なお、本発明は以下の実施例に限定されるものではない。
【００９３】
　（実施例１）
　１）平均重合度１７００のポリビニルアルコールをブチルアルデヒドでアセタール化し
てなるＰＶＢ（平均重合度１７００、ブチラール化度６８．５モル％、残存アセチル基０
．７モル％）１００重量部に、可塑剤としてトリエチレングリコール－ジ－２－エチルヘ
キサノエート（３ＧＯ）４０重量部、接着力調整剤として酢酸マグネシウム／２－エチル
酪酸マグネシウム混合物を樹脂組成物全量に対してマグネシウム量が５０ｐｐｍになるよ
うに添加・混合し、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）を形成するための第１の樹脂を調
製した。
【００９４】
　２）平均重合度２３００のポリビニルアルコ－ルを、ブチルアルデヒドでアセタ－ル化
してなるＰＶＢ（平均重合度２３００、ブチラール化度６１．８モル％、残存アセチル基
含量１３．８モル％）１００重量部に可塑剤としてトリエチレングリコ－ル－ジ－２－エ
チルヘキサノエ－ト（３ＧＯ）６０重量部を混合し、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）
を形成するための第２の樹脂を調製した。
【００９５】
　３）平均重合度２０００のポリビニルアルコールをアセトアルデヒド及びブチルアルデ
ヒドを用いて共アセタール化することにより得られた共アセタールＰＶＡｃ（平均重合度
２０００、全アセタール化度６９．５モル％、残存アセチル基１．３モル％、アセトアル
デヒドによるアセタール化度３７．８モル％、ブチルアルデヒドによるアセタール化度３
１．８モル％）１００重量部に対し、可塑剤としてトリエチレングリコール－ジ－２－エ
チルヘキサノエート（３ＧＯ）２５重量部を混合し、ポリビニルアセタール樹脂膜（Ｃ）
用の第３の樹脂を調製した。
【００９６】
　４）上記第１～第３の樹脂を用いて別々にポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）、（Ｂ）
、（Ｃ）を作成し、各シートを積層し、熱圧プレスを行うことでポリビニルアセタ－ル樹
脂膜（Ａ）／ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）／ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）／
ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｃ）／ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）、すなわち、Ａ
／Ｂ／Ａ／Ｃ／Ａの５層構造の厚さ０．７７ｍｍの熱可塑性樹脂シートを得た。
【００９７】
　５）得られた５層構造の熱可塑性樹脂シートを、２．５ｍｍの厚みのフロートガラスで
挟み込み、ニッパーロールにて予備圧着を実施した後、オートクレーブに該合わせガラス
構成体を入れ、１４０℃、１３気圧条件下で処理して合わせガラス構成体を完成した。完
成された合わせガラスの面密度は１３．３ｋｇ／ｍ2であった。
【００９８】
　６）また、上記ポリビニルアセタール樹脂膜（Ａ）用の０．９３ｍｍの厚みのシートを
成形し、該シートの２３℃における剪断貯蔵弾性率、２３℃における損失正接、損失正接
の最大値、損失正接のピーク温度、損失正接が０．３以上の温度域と０．５以上の温度域
を評価した。同様に、該シートの引き裂き強度（Ａ）、破断エネルギー（Ａ）、最大点応
力（Ａ）及び引っ張り弾性率（Ａ）を下記の要領で評価した。
【００９９】
　同様に、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ｂ）の０．８５ｍｍの厚みのシ－トを別途用意
し、上記と同様にして、２３℃における剪断貯蔵弾性率、２３℃における損失正接、損失
正接の最大値、損失正接のピ－ク温度、損失正接が０．３以上の温度域と０．５以上の温
度域を評価した。また、同様にして、シ－トの引き裂き強度（Ｂ）、破断エネルギ－（Ｂ
）、最大点応力（Ｂ）、引っ張り弾性率（Ｂ）を下記の要領で求めた。
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【０１００】
　同様に、ポリビニルアセタール樹脂層（Ｃ）の１．０２ｍｍの厚みのシートを別途用意
し、同様に、２３℃における剪断貯蔵弾性率、２３℃における損失正接、損失正接最大値
、損失正接のピーク温度、損失正接が０．３以上の温度域と０．５以上の温度域を測定し
、かつ引き裂き強度（Ｃ）、破断エネルギー（Ｃ）、最大点応力（Ｃ）及び引っ張り弾性
率（Ｃ）を求めた。
【０１０１】
　（ａ）２３℃における剪断貯蔵弾性率の測定
　（ｂ）２３℃における損失正接、損失正接ピーク温度及び損失正接０．３以上の温度域
と０．５以上の温度域の測定
　動的粘弾性試験機で設定歪み量０．０８％、測定周波数１０Ｈｚにて剪断歪みを与え、
－５０℃から３℃／分で１５０℃まで昇温しながら各温度における剪断貯蔵弾性率を測定
し、２３℃における数値を、２３℃における剪断貯蔵弾性率とした。また、同時に得られ
た各温度における損失正接の測定値より、損失正接のピーク温度並びに、損失正接０．３
以上の温度域と０．５以上の温度域をもとめた。
【０１０２】
　（ｃ）引き裂き強度
　ＪＩＳ　Ｋ　７１２８に指定された方法に準拠し、引っ張り速度５００ｍｍ／分で測定
を行った。
【０１０３】
　（ｄ）破断エネルギー
　（ｅ）最大点応力
　（ｆ）引っ張り弾性率
　熱可塑性樹脂シートを幅１０ｍｍ、長さ８ｃｍの試験片に切断し、引っ張り試験機にチ
ャック間距離４０ｍｍで試験片を取り付け、引っ張り速度５００ｍｍ／分（引っ張り歪み
速度１２５０％／分）で引っ張り試験を行った。得られた応力－歪み曲線より、破断エネ
ルギー、最大点応力、引っ張り弾性率をもとめた。
【０１０４】
　また、上記のようにして得られた厚み７７０μｍの本実施例の熱可塑性樹脂シ－トの構
成、並びに上記のようにして測定された剪断貯蔵弾性率、損失正接ピ－ク温度を下記の表
２～表４に示した。さらに、ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）間の引き裂き強
度比、破断エネルギ－比、最大点応力比及び引っ張り弾性率比を計算し、下記の表５に示
した。
【０１０５】
　さらに、上記のようにして得た熱可塑性樹脂シ－トについて、以下の要領で、耐衝撃性
を評価するために落球試験を行った。
【０１０６】
　（ｇ）落球試験
　ＪＩＳ　Ｒ　３２１２に準拠して測定した。すなわち、質量２２６０±２０ｇ、直径約
８２ｍｍの鋼球を所定の温度において４時間以上保管された約３００×３００ｍｍの面積
の合わせガラスのサンプル上に、種々の高さから該サンプルの中心部分に落下させること
により行われる。この鋼球を落下させた場合に、鉄球が５０％貫通しない高さを合格とし
、その高さを耐貫通性能（ＭＢＨ）とした。
【０１０７】
　（ｈ）パンメル試験
　合わせガラス積層体を－１８℃に冷却し、金属基体上に置き、そして５００ｇの重さの
ハンマーで粉砕する。この時に、熱可塑性樹脂シートから剥離するガラスの量に相応して
、０（接着力無し）と１０（完全な接着力）との間のパンメル値で積層体を評価した。
【０１０８】
　下記表１にパンメル値と膜の露出度（％）との関係を示した。なお、試験の詳細は、英
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脂シートとガラスとの接着力が大きく、パンメル値が小さいほど、熱可塑性樹脂シートと
ガラスとの接着力が小さい。すなわち、膜の露出度が低い方が、合わせガラスへの衝撃が
付与された時に危険なガラス片の剥離・飛散量が少なく、車両などの乗員に対してより安
全であることを示している。
【０１０９】
　なお、本明細書においては、パンメル値が異なるとき接着力は異なり、パンメル値が同
じであるとき接着力は同一であるとする。
【０１１０】
【表１】

　（ｉ）遮音性能測定
　上記、実施例の合わせガラスについて次の手法で遮音性能を評価した。合わせガラスを
ダンピング試験用の振動発生器により加振し、そこから得られる振動特性を機械インピー
ダンスアンプにて増幅し、振動スペクトルをＦＦＴアナライザーにて解析した。こうして
得られた損失係数と、ガラスとの共振周波数との比より透過損失を算出した。この結果に
基づき周波数２０００Ｈｚ付近における極小の透過損失量をもってＴＬ値とした。
【０１１１】
　結果を下記の表２～表５に示す。
　（実施例２～４、参考例１～２、実施例７及び比較例１～５）実施例５～６は欠番とす
る
　ポリビニルアセタ－ル樹脂膜（Ａ）～（Ｃ）の構成を下記の表２～５に示すように変更
し、実施例２～４、参考例１～２、実施例７及び比較例１～５の各熱可塑性樹脂シ－トに
ついて、実施例１と同様にして評価した。結果を下記の表２～５及び表６～９に示す。
【０１１２】
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【表２】

【０１１３】
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【表３】

【０１１４】
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【表４】

【０１１５】
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【表５】

【０１１６】
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【表６】

【０１１７】
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【表７】

【０１１８】
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【０１１９】
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【表９】

【図面の簡単な説明】
【０１２０】
【図１】遮音性合わせガラス板の遮音性能を周波数に対する透過損失量として示す図。
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